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１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 1,644,762 11.2 90,247 2.7 91,782 3.3 59,066 1.6

2025年３月期 1,479,239 12.3 87,847 △1.5 88,867 △2.2 58,120 △0.3

(注) 包括利益 2026年３月期 73,202百万円( 24.0％) 2025年３月期 59,024百万円( △11.1％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

営業収益
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 98.17 － 10.5 8.1 5.5

2025年３月期 92.92 － 10.0 9.2 5.9

(参考) 持分法投資損益 2026年３月期 413百万円 2025年３月期 221百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 1,229,017 548,672 44.4 915.31

2025年３月期 1,040,615 584,589 55.8 927.54

(参考) 自己資本 2026年３月期 546,197百万円 2025年３月期 580,146百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 124,824 △216,758 65,765 92,896

2025年３月期 118,600 △164,727 13,994 116,861

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額

(合計)

配当性向

(連結)

純資産配当率

(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 26.00 － 26.00 52.00 32,524 56.0 5.6

2026年３月期 － 26.00 － 27.00 53.00 32,044 54.0 5.8

2027年３月期(予想) － 27.00 － 27.00 54.00 54.1



３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 846,000 8.1 36,000 △6.7 34,000 △10.9 20,000 △14.3 33.24

通期 1,740,000 5.8 97,000 7.5 95,000 3.5 60,000 1.6 99.72

（注）2026年３月期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、対前年同四半期増減率について

は、暫定的な会計処理の確定内容を反映させた後の前年同四半期数値と比較して記載しております。

※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 34社（社名）
Morrison Express Worldwide Corporation、Maxyork Investments Ltd、

MEC Labuan Holding Co., Ltd、他31社

除外 14社（社名）
株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス

上海虹迪物流科技有限公司、他12社

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年３月期 640,394,400株 2025年３月期 640,394,400株

② 期末自己株式数 2026年３月期 43,661,197株 2025年３月期 14,924,790株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 601,661,833株 2025年３月期 625,468,955株

自己株式につきましては、ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式数（当連結会計年度3,875千株）を含めて記載して

おります。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、決算短信（添付資料）５ページ「１．

経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。

・決算補足説明資料は、決算発表後、速やかに当社Ｗｅｂサイトに掲載する予定です。

・当社は、2026年５月11日にアナリスト・機関投資家向けの決算説明会を開催する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国経済は、各国の通商政策等の影響を受けつつも、政府の経済対策や緩和的な金融

環境などに支えられ、雇用・所得環境の改善や企業の設備投資も回復傾向にあります。一方、中東情勢の混乱など

地政学リスクの長期化が懸念され、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

物流業界におきましては、物価上昇の落ち着きや賃金の上昇を受け、消費者マインドに改善に向けた動きが見ら

れるものの、一部大手ＥＣ事業者による自社配送網拡大の動きも見られること等から、競争環境は引き続き厳しい

状況にあります。また、2024年４月から適用された自動車運転業務における時間外労働時間の上限規制（以下、

「2024年問題」という。）への継続的な対応や、物価・人件費等のコスト上昇等、不安定な事業環境が継続してお

ります。国際物流市場では、米国の通商政策によるサプライチェーンの混乱や、中東地域における輸送リスクの上

昇等による影響も見られる中、海上・航空貨物の需要及び運賃の動向については不確実性の高い状況が継続してお

ります。

こうした事業環境のもと、当連結会計年度の経営成績は、営業収益１兆6,447億62百万円(前期比11.2％増)、営業

利益は902億47百万円(同2.7％増)、経常利益917億82百万円(同3.3％増)、親会社株主に帰属する当期純利益590億66

百万円(同1.6％増)となりました。なお、第３四半期連結会計期間において上海虹迪物流科技有限公司の出資持分の

譲渡損を特別損失に、当第４四半期連結会計期間において政策保有株式の売却益及び株式会社ワールドサプライの

事業所立ち退きに係る補償金を特別利益に計上しております。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

なお、長期ビジョン実現に向けた事業戦略の方向性や事業ごとの収益性の違い等を踏まえ、2026年３月期から報

告セグメントの区分に「グローバル物流事業」を新設いたしました。「グローバル物流事業」には、これまで「ロ

ジスティクス事業」に区分していたフォワーディング事業や海外３ＰＬ事業等が含まれます。

・デリバリー事業

主要な商品の取扱個数は、次のとおりであります。

商品の名称
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

増減
増減率
(％)

取扱個数 (百万個) 1,308 1,360 52 4.0

飛脚宅配便 (百万個) 1,271 1,324 52 4.2

その他 (百万個) 36 36 △0 △0.6

(注) １．報告セグメントの変更に伴い、2026年３月期よりデリバリー事業の取扱個数の集計範囲を変更いたしまし

た。上表、前連結会計年度の取扱個数についても、集計範囲変更後の数値を反映し、増減を算出しておりま

す。

２．飛脚宅配便は、佐川急便株式会社が国土交通省に届け出ている宅配便の個数であります。

３．その他は、佐川急便株式会社の提供する飛脚ラージサイズ宅配便の取扱個数であります。

デリバリー事業におきましては、消費者マインドに改善の動きが見られるものの、一部大手ＥＣ事業者による自

社配送網拡大の動きにより、競争環境は引き続き厳しい状況にあります。このような事業環境のもと、当社グルー

プでは、成長市場と捉えている越境ＥＣや低温物流での宅配便収益拡大に取り組んでまいりました。その結果、取

扱個数は６月以降、前年同月を上回る水準で推移し、当連結会計期間では、BtoB・BtoCともに前期比で増加いたし

ました。特にBtoCの荷物のうち、越境ＥＣの取扱個数増加が、全体の取扱個数の増加に貢献しています。平均単価

は、越境ＥＣの増加に伴う小型荷物の取扱い拡大等の影響により、前期比で低下いたしましたが、適正運賃収受の

方針のもと、取引ごとの取扱量やコスト等を勘案した価格設定により、費用増加局面においてもセグメント全体と

しての営業利益率を維持しています。宅配便以外の付加価値を提供するソリューション「ＴＭＳ（Transportation

Management System）」については、グループ横断の先進的ロジスティクスプロジェクトチーム「ＧＯＡＬ（Go

Advanced Logistics）」による提案営業の活動等により、前年同期を上回って推移いたしました。
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費用面に関しては、持続的・安定的なサービス提供のためのリソース確保を背景に、パートナー企業への委託単

価の引き上げや、従業員に対するベースアップを実施しており、人件費・外注費を中心に引き続き増加傾向にあり

ます。また、当連結会計年度は前期に対して取扱個数が増加したことで、取扱個数の減少等に伴うコストコントロ

ールを実施していた前連結会計年度に対して、営業費用が増加いたしました。加えて、11月後半に生じた想定以上

の取扱個数増加による物流混乱を解消するため、追加的な車両・人員手配にかかるコストが発生したこともあり、

当連結会計年度の営業費用は前期比で増加いたしました。

そのほか、2025年６月から、国内外のお客さまのニーズに応えるため、観光客向け物流サービス「ＳＡＧＡＷＡ

手ぶらサービス」の拠点を順次拡大しております。今後も、多言語対応や多様な決済手段の導入等、お客さまの利

便性向上に向けた運用体制の強化に取り組んでまいります。

この結果、当セグメントの営業収益は１兆485億10百万円(前期比4.5％増)、営業利益は701億40百万円(同2.6％

増)となりました。

・ロジスティクス事業

ロジスティクス事業におきましては、2025年３月期第３四半期連結会計期間から当社グループの連結業績に含め

ております、名糖運輸株式会社（旧「株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス」。以下、「名糖/ヒューテック」とい

う。）の影響により営業収益が増加いたしました。また、名糖/ヒューテックの連結効果を除いても、既存の国内３

ＰＬでの適正料金の収受や生産性向上による収益拡大により、増収増益となりました。

この結果、当セグメントの営業収益は2,027億98百万円(前期比41.7％増)、営業利益は62億78百万円(同48.5％増)

となりました。

・グローバル物流事業

グローバル物流事業におきましては、2026年３月期第２四半期連結会計期間より、Morrison Express Worldwide

Corporation（以下、「Morrison社」という。）を当社グループの連結業績に含めております。既存のEXPOLANKA

HOLDINGS Limited（以下、「エクスポランカ社」という。）においては、新規顧客の定着等により海上数量は前年

並みの水準となりましたが、航空数量は前年同期を下回る水準となりました。航空・海上運賃につきましては、米

国の通商政策の影響等により、通常であればピークシーズンとなる第２四半期連結会計期間以降も、市況全体で需

要の落ち込みが続き、下落傾向となりました。

こうした事業環境のもと、営業収益はMorrison社の連結効果が寄与し、増加いたしました。営業利益につきまし

ては、前連結会計年度に実施した拠点整理等による効率化が寄与した一方で、エクスポランカ社の減収の影響を吸

収することができず、減少いたしました。

この結果、当セグメントの営業収益は3,215億96百万円(前期比25.4％増)、営業利益は１億37百万円(同96.1％減)

となりました。

・不動産事業

不動産事業におきましては、当第４四半期連結会計期間に保有不動産を売却いたしました。不動産賃貸・管理等

のビジネスにつきましては、計画どおり進捗いたしました。

この結果、当セグメントの営業収益は154億34百万円(前期比35.6％減)、営業利益は103億74百万円(同1.4％減)と

なりました。

・その他

その他の事業におきましては、大型トラック等の新車販売が増加したほか、システム関連の受託案件増加や費用

の減少等により増収増益となりました。

この結果、当セグメントの営業収益は564億21百万円(前期比6.9％増)、営業利益は26億37百万円(同39.3％増)と

なりました。
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（２）当期の財政状態の概況

資産及び負債は、第１四半期連結会計期間においてMorrison社を新たに連結子会社としたことによる影響でそれ

ぞれ大幅に増加しております。

(資産)

当連結会計年度末における流動資産は3,834億86百万円となり、前連結会計年度末に比べ129億21百万円増加いた

しました。主な要因は、現金及び預金が201億55百万円減少した一方で、受取手形、営業未収金及び契約資産が293

億46百万円、未収消費税の増加等によりその他流動資産が40億63百万円それぞれ増加したことによるものでありま

す。固定資産は8,455億30百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,754億80百万円増加いたしました。主な要因は、

のれんが808億70百万円、建物及び構築物が414億41百万円、顧客関連資産の増加等によりその他無形固定資産が331

億33百万円、土地が97億37百万円それぞれ増加したことによるものであります。

この結果、総資産は１兆2,290億17百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,884億２百万円増加いたしました。

(負債)

当連結会計年度末における流動負債は4,452億72百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,226億76百万円増加い

たしました。主な要因は、短期借入金が1,998億82百万円増加したことによるものであります。固定負債は2,350億

72百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億42百万円増加いたしました。

この結果、負債合計は6,803億45百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,243億18百万円増加いたしました。

(純資産)

当連結会計年度末における純資産合計は5,486億72百万円となり、前連結会計年度末に比べ359億16百万円減少い

たしました。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益を590億66百万円計上した一方で、自己株式の取得によ

り749億99百万円増加（純資産への影響は減少)したことに加え、剰余金の配当320億89百万円を実施したことによる

ものであります。

この結果、自己資本比率は44.4％となり、前連結会計年度末に比べ11.3ポイント低下いたしました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ239億65百

万円減少し928億96百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により得た資金は1,248億24百万円(前期比5.2％収入増)となりました。

主な要因は、収入要因として税金等調整前当期純利益918億9百万円、減価償却費475億63百万円をそれぞれ計上し

た一方で、支出要因として法人税等の支払額328億円を計上したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動に使用した資金は2,167億58百万円(前期比31.6％支出増)となりました。

主な要因は、支出要因としてMorrison社株式等の取得に係る連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支

出1,338億64百万円、有形固定資産の取得による支出792億20百万円をそれぞれ計上したことによるものでありま

す。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により得た資金は657億65百万円(前期比369.9％収入増)となりました。

主な要因は、収入要因として短期借入金の純増減額2,018億99百万円を計上した一方で、支出要因として自己株式

の取得による支出749億99百万円、配当金の支払額320億85百万円、長期借入金の返済による支出235億45百万円、リ

ース債務の返済による支出101億81百万円をそれぞれ計上したことによるものであります。
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（４）今後の見通し

我が国経済の見通しにつきましては、各国の通商政策等による日本経済への影響や地政学リスクの長期化等、先

行きは依然として不透明な状況が続いております。

物流業界におきましては、物価・人件費等のコスト上昇に伴う価格転嫁の進行に加え、「2024年問題」の対応の

本格化等を契機に同業・異業種間の協業の増加のほか、中小事業者においては経営環境の厳しさの継続を背景に後

継者難による廃業や事業譲渡の増加等も見られます。また、一部大手ＥＣ事業者による自社配送網拡大の動きが見

られる等、業界構造に変化の兆しが見られます。こうした事業環境の中、中長期的な観点では、内需型産業である

宅配便は国内人口減少等の影響が見込まれる一方で、商取引金額に対するＥＣ取引金額割合の高まりとともに、エ

ンドユーザーへの配送等ＥＣに関連する物流の需要も緩やかに増加すると想定しております。一方、国際物流市場

において、短期的には世界経済の減速懸念や各国の通商政策の影響、中東情勢の不安定化等により不確実性が高い

状況が続くものの、世界貿易量は主要国際機関の見通しにおいてもプラス成長が維持されており、中長期的には拡

大基調で推移することが見込まれております。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、2025年３月に策定いたしました中期経営計画「SGH Story

2027」に基づき、「トータルロジスティクスの高度化とグローバル物流の基盤拡大」を基本方針に掲げ、①国内サ

ービス領域とグローバル物流基盤の拡大、②成長を支える経営資源の拡充、③持続可能な経営に向けた取組み、を

推進しております。

(連結業績見通し)

営業収益 1兆7,400億円

営業利益 970億円

経常利益 950億円

親会社株主に帰属する当期純利益 600億円

(セグメント別業績予想) (単位：億円)

2027年３月期
業績予想

前期比(％)

営業収益 合計 17,400 5.8

デリバリー事業 10,900 4.0

ロジスティクス事業 2,100 3.6

グローバル物流事業 3,800 18.2

不動産事業 130 △15.8

その他 470 △16.7

営業利益 合計 970 7.5

デリバリー事業 760 8.4

ロジスティクス事業 75 19.5

グローバル物流事業 40 2,817.1

不動産事業 65 △37.3

その他 20 △24.2

調整額 10 -
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（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つと認識しており、将来の事業展開及び経営体質の

強化に必要な内部留保を確保しつつ、累進配当を基本とした配当の実施や自己株式取得を機動的に行うことで株主

還元を図っております。

この方針のもと、中期経営計画においては、配当及び自己株式取得を通じた３カ年累計で総還元性向60％以上を

目標とし、中間配当及び期末配当による年２回の配当を行うことを基本方針としております。

当社は、毎年３月31日又は９月30日の最終の株主名簿に記載若しくは記録された株主等に対して剰余金の配当を

行うことができる旨を定款に定めております。また、剰余金の配当等、会社法第459条第１項各号に掲げる事項につ

いては、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議によって定める旨を定款に定めております。

当期の期末配当金につきましては、１株当たり27.00円とする予定であります。

なお、中間配当金を１株当たり26.00円といたしましたので、年間配当金は１株当たり53.00円(連結配当性向54.0

％)となる予定であります。

次期の配当につきましては、１株当たり中間配当金27.00円、期末配当金27.00円、年間54.00円とすることを予定

しております。

２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、創業の精神である、常にお客さまに誠心誠意尽くすという「飛脚の精神(こころ)」のもと、

一．お客さまと社会の信頼に応え 共に成長します

一．新しい価値を創造し 社会の発展に貢献します

一．常に挑戦を続け あらゆる可能性を追求します

を企業理念とし、お客さまから「安心」「満足」「信頼」をいただけるサービス・品質向上を図っております。今

後も社会の変化・顧客のニーズに迅速に対応し、「トータルロジスティクス」を提供し続けることで、一層社会に

必要とされる企業体を目指してまいります。

（２）中長期的な会社の経営戦略及び目標とする経営指標

現在の事業環境は目まぐるしく変化を続けており、中長期的にも、企業を取り巻く環境は複雑さを増していくも

のと想定しております。特に、国内全体で労働力不足が深刻化しており、賃金上昇やインフレを前提に、業務効率

化の加速が必要になっております。また、持続的な成長に向けて、成長市場である海外のビジネス拡大に向けたア

プローチも求められると考えております。

このような環境認識のもと、当社グループは、2022年３月に2031年３月期までの長期ビジョン「SGHビジョン

2030」として「Grow the new Story. 新しい物流で、新しい社会を、共に育む。」を策定しました。さらに、2025

年３月にはこの長期ビジョンを咀嚼し、より具体的なありたい姿として「お客さまおよび社会において、必要不可

欠な存在（＝インフラ）であり続ける」、と定義するとともに、長期ビジョン実現に向けて、事業ポートフォリオ

戦略や中長期的なキャッシュアロケーション方針、定量目標の具体化を行いました。当社グループは、顧客のサプ

ライチェーン全体をコーディネートする「トータルロジスティクス」を高度化していくことで、新しい価値を創造

し、ありたい姿を実現いたします。

（2031年３月期の経営目標）

営業収益 2兆2,000億円

営業利益 1,400億円

親会社株主に帰属する当期純利益 980億円

ROE 15％

ROIC 10％



ＳＧホールディングス㈱（9143）2026年３月期 決算短信

― 7 ―

また、長期ビジョン実現に向け、2026年３月期から2028年３月期までの中期経営計画「SGH Story 2027」を策定

しております。中期経営計画の初年度である当連結会計年度においては、各国の通商政策や地政学リスク等の影響

もあり、グローバル物流事業の一部で計画から遅れが出ておりますが、デリバリー事業においては成長領域の一つ

と定めた越境ＥＣの伸長により、個数目標を計画前倒しで達成するなど一定の成果が出ております。引き続き、ト

ータルロジスティクスの高度化とグローバル物流の基盤拡大を基本方針とし、当社グループの企業価値向上と持続

可能な社会の実現に向けて取り組んでまいります。

(中期経営計画の経営戦略)

① 国内サービス領域とグローバル物流基盤の拡大

② 成長を支える経営資源の拡充

③ 持続可能な経営に向けた取組み

(中期経営計画策定時の2028年３月期の経営目標)

営業収益 1兆8,300億円

営業利益 1,100億円

親会社株主に帰属する当期純利益 700億円

ROE 12％

ROIC 8％

（３）会社の対処すべき課題

中期経営計画「SGH Story 2027」では、「トータルロジスティクスの高度化とグローバル物流の基盤拡大」を基

本方針に掲げ、①国内サービス領域とグローバル物流基盤の拡大、②成長を支える経営資源の拡充、③持続可能な

経営に向けた取組みを推進してまいります。

① 国内サービス領域とグローバル物流基盤の拡大

・宅配便のサービス競争力の拡大と効率化による収益基盤の強化

物流業界の中長期的な見通しとして、人口減少等の影響が見込まれているものの、エンドユーザーへの配送等

ＥＣに関連する物流の需要は緩やかに増加すると想定されております。一方で、物価・人件費等のコスト上昇や

「2024年問題」の対応の本格化等を契機に、同業・異業種間の協業の増加及び大手ＥＣ事業者による自社配送網

拡大等、業界構造に変化の兆しも見られます。

このような事業環境のもと、当社においては中期経営計画で宅配便の成長領域と定めるリアルコマース、低温

物流領域の拡大に取り組んでまいります。また、同様に中期経営計画の成長領域と定めていた越境ＥＣについて

は、旺盛な需要と営業活動の成果により、2026年３月期に前倒しで中期経営計画の個数目標を達成している状況

であり、引き続きオペレーションの効率化や適正運賃収受を通じた収益性の向上を中心に取り組んでまいりま

す。

・低温物流ソリューションの拡大による国内屈指のコールドチェーン構築

低温物流市場は昨今の食品市場のグローバル化や、食の多様性、少子高齢化等により拡大傾向にある中、当社

グループは名糖/ヒューテックを連結化することで低温物流領域の基盤を獲得いたしました。中期経営計画では、

国内屈指のコールドチェーン構築を目指し、国内の低温ＥＣのほか、共同配送やＴＭＳの提供さらには海外の低

温物流を拡充するなど、グループのシナジーを最大化してまいります。

・国内ロジスティクスの付加価値向上とＴＭＳ事業領域の拡大

低温物流以外の国内ロジスティクスにおいては、顧客の業種や商材に応じたオーダーメイドの物流ソリューシ

ョンに継続して取り組むほか、効率化につながるマテハン投資により、事業規模拡大・収益性向上を図ってまい

ります。



ＳＧホールディングス㈱（9143）2026年３月期 決算短信

― 8 ―

・グローバル物流の顧客基盤拡大と収益性向上

持続的な成長に向けて成長市場である海外でのビジネス拡大を実現するため、エクスポランカ社のフォワーデ

ィングビジネスを起点に、インダストリと物流領域の拡張を進めてまいります。その一環として、当社は2025年

５月に台湾に拠点を置くグローバルフレイトフォワーダーであるMorrison社をグループ化いたしました。当連結

会計年度において、Morrison社は当初計画どおりに進捗をした一方、エクスポランカ社は米国の通商政策等の影

響を受け、中期経営計画に対して遅れが生じております。

今後は、エクスポランカ社・Morrison社・国内の国際部門が一体となったコマーシャル活動の推進により、顧

客パイプラインの共有やトップ顧客への共同営業、クロスセルの拡大を通じた顧客当たり売上及びウォレットシ

ェアの向上を図るとともに、特定顧客への依存度低減など顧客基盤の見直しを進め、市場環境の変動に左右され

にくい収益構造の構築に取り組んでまいります。

併せて、両社協働によるプロキュアメントの強化や共同輸送の対象レーン拡大、拠点・倉庫の集約、ITリソー

スの相互活用などを通じたオペレーション効率の向上に加え、エクスポランカ社における固定費削減やオペレー

ション体制・役員報酬制度の見直しを実行し、原価低減及び費用構造の適正化を進めてまいります。さらに、ノ

ンコア事業の再編を含む事業再編・構造改革にも取り組むことで、グローバル物流事業全体の収益性向上及び中

期経営計画の達成に向けた施策を着実に推進してまいります。

② 成長を支える経営資源の拡充

・パートナー企業との連携強化を含むサービスインフラの維持・強化

持続可能な輸配送インフラの維持・強化に向けて、適正運賃収受の取組みを継続するとともに、輸配送拠点の

集約による効率化、パートナー企業に対する支援拡充等に取り組んでまいります。輸配送拠点に関しては、当中

期経営計画期間中において、東京・関西・九州エリアの大型中継センターの稼働を予定しております。これによ

り、年間取扱個数の受容量の増加や拠点集約による効率化効果を見込んでおります。

また、パートナー企業に対しては、委託単価の見直しも含めた対話の場としての「適正取引促進会」の定期開

催や、ＳＡＧＡＷＡパートナープログラムの展開、事業承継窓口の設置等に取り組んでおります。

・人的資本への投資による企業価値の最大化

人材不足及びインフレの状況が継続する中、持続的に成長していくため、人材を重要な経営資源と位置付け、

積極的な人的資本投資を実施いたします。人材の定着・確保の観点においては、継続的なベースアップを実施し

てまいります。また、人材育成の観点においては、グローバル物流研修やＤＸ研修を実施することで高い専門性

を持った人材の育成に繋げてまいります。

・ＤＸ、Ｒ＆Ｄ、最新テクノロジーへの投資による事業競争力向上

Ｒ＆Ｄやオープンイノベーション活動など、ＤＸ、最新テクノロジーへの投資に引き続き取り組み、サービス

品質の向上や業務効率化を実現してまいります。これにより、お客さまに選ばれるサービス競争力を拡大すると

ともに、当社グループの収益性も向上させてまいります。

③ 持続可能な経営に向けた取組み

・脱炭素をはじめとする社会・環境課題への対応

当社グループは、脱炭素社会の実現に向け、物流企業グループとして、2050年のカーボンニュートラルを目標

としたグループ脱炭素ビジョンに基づき自社の温室効果ガス排出削減に取り組むとともに、お客さまの環境負荷

低減に資するサービスを提供し、お客さまへの最適な物流ソリューションの提案を通じて社会全体の温室効果ガ

ス削減に貢献してまいります。なお、グループ脱炭素ビジョンについては、М＆Ａによるグループ連結範囲の拡

張や、日本政府による「第７次エネルギー基本計画」の公表を踏まえ見直しを行い、従来以上に環境と経済のバ

ランスを図った施策の策定を進めております（2026年夏頃、公表予定）。
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・企業価値の向上に向けたガバナンスの高度化

企業価値向上に向けては、取締役をはじめとした経営陣やマネジメント層のコミットメントを強化し、ガバナ

ンス体制を高度化することが重要となります。そのため、指名・報酬諮問委員会の委員長を代表取締役から独立

社外取締役へ変更したほか、役員持株会の設立や従業員株式報酬制度の導入を実施いたしました。また、グロー

バル物流戦略を踏まえたガバナンス体制の整備・強化を進めるとともに、経営管理の観点においては、事業ポー

トフォリオ戦略を通じて資本収益性を意識した経営管理を推進いたします。さらに、ステークホルダーとの対話

機会を一層拡充し、その内容を経営戦略へ適切に反映させることにより、企業価値向上に向けた好循環の創出を

目指してまいります。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの連結財務諸表は、日本基準に基づいて作成しております。

なお、国際財務報告基準(IFRS)の適用について検討を実施しておりますが、適用時期は未定であります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 116,861 96,706

受取手形、営業未収金及び契約資産 199,449 228,796

販売用不動産 24,374 21,354

商品及び製品 629 605

仕掛品 254 3,050

原材料及び貯蔵品 2,397 3,004

その他 28,655 32,719

貸倒引当金 △2,057 △2,749

流動資産合計 370,565 383,486

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 125,762 167,204

機械及び装置（純額） 40,161 38,335

車両運搬具（純額） 63,174 68,392

土地 182,887 192,625

リース資産（純額） 16,729 17,150

建設仮勘定 34,437 32,496

その他（純額） 25,375 28,186

有形固定資産合計 488,528 544,391

無形固定資産

のれん 64,691 145,562

ソフトウエア 15,390 13,707

リース資産 73 84

その他 24,704 57,838

無形固定資産合計 104,861 217,192

投資その他の資産

投資有価証券 28,009 25,645

繰延税金資産 16,997 23,224

その他 33,436 36,980

貸倒引当金 △1,784 △1,904

投資その他の資産合計 76,660 83,946

固定資産合計 670,050 845,530

資産合計 1,040,615 1,229,017
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 87,607 101,296

短期借入金 4,905 204,787

１年内返済予定の長期借入金 24,200 19,140

リース債務 7,786 9,662

未払法人税等 18,231 22,811

預り金 26,173 25,586

賞与引当金 17,407 20,161

役員賞与引当金 156 107

その他 36,127 41,717

流動負債合計 222,596 445,272

固定負債

長期借入金 139,119 126,020

リース債務 29,363 34,815

その他の引当金 639 443

退職給付に係る負債 42,878 42,179

株式給付引当金 － 331

資産除去債務 10,163 10,164

その他 11,265 21,116

固定負債合計 233,429 235,072

負債合計 456,026 680,345

純資産の部

株主資本

資本金 11,882 11,882

利益剰余金 570,268 567,367

自己株式 △21,131 △66,149

株主資本合計 561,019 513,101

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,124 7,174

繰延ヘッジ損益 617 △209

為替換算調整勘定 10,783 26,035

退職給付に係る調整累計額 △398 95

その他の包括利益累計額合計 19,126 33,096

非支配株主持分 4,442 2,474

純資産合計 584,589 548,672

負債純資産合計 1,040,615 1,229,017
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業収益 1,479,239 1,644,762

営業原価 1,318,809 1,454,871

営業総利益 160,430 189,891

販売費及び一般管理費 72,582 99,643

営業利益 87,847 90,247

営業外収益

受取利息 1,047 1,141

受取配当金 348 531

持分法による投資利益 221 413

為替差益 － 916

受取手数料 220 221

受取助成金 587 1,103

受取保険配当金 1,239 978

その他 1,091 1,923

営業外収益合計 4,756 7,230

営業外費用

支払利息 2,559 5,139

為替差損 511 －

その他 664 555

営業外費用合計 3,736 5,695

経常利益 88,867 91,782

特別利益

固定資産売却益 570 767

投資有価証券売却益 － 3,625

立退補償金 － ※１ 1,178

特別利益合計 570 5,572

特別損失

固定資産売却損 218 629

固定資産除却損 234 93

減損損失 ※２ 556 ※２ 1,652

関係会社株式売却損 － ※３ 3,170

特別損失合計 1,010 5,545

税金等調整前当期純利益 88,427 91,809

法人税、住民税及び事業税 30,580 35,847

法人税等調整額 △466 △3,574

法人税等合計 30,114 32,273

当期純利益 58,313 59,536

非支配株主に帰属する当期純利益 193 469

親会社株主に帰属する当期純利益 58,120 59,066
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（連結包括利益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純利益 58,313 59,536

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 827 △949

繰延ヘッジ損益 617 △826

為替換算調整勘定 △737 14,826

退職給付に係る調整額 38 493

持分法適用会社に対する持分相当額 △34 121

その他の包括利益合計 711 13,665

包括利益 59,024 73,202

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 58,874 73,036

非支配株主に係る包括利益 150 165
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,882 16 568,372 △21,134 559,138

当期変動額

剰余金の配当 △31,898 △31,898

親会社株主に帰属する

当期純利益
58,120 58,120

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 2 3

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
△24,342 △24,342

利益剰余金から資本剰余

金への振替
24,325 △24,325 －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △16 1,895 2 1,881

当期末残高 11,882 － 570,268 △21,131 561,019

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算

調整勘定

退職給付に

係る調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 7,296 － 11,512 △437 18,372 12,751 590,261

当期変動額

剰余金の配当 △31,898

親会社株主に帰属する

当期純利益
58,120

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 3

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
△24,342

利益剰余金から資本剰余

金への振替
－

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
827 617 △729 38 754 △8,308 △7,554

当期変動額合計 827 617 △729 38 754 △8,308 △5,672

当期末残高 8,124 617 10,783 △398 19,126 4,442 584,589



ＳＧホールディングス㈱（9143）2026年３月期 決算短信

― 15 ―

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,882 － 570,268 △21,131 561,019

当期変動額

剰余金の配当 △32,089 △32,089

親会社株主に帰属する

当期純利益
59,066 59,066

自己株式の取得 △74,999 △74,999

自己株式の処分 △30,018 30,059 41

株式給付信託による自己

株式の取得
△5,865 △5,865

株式給付信託に対する自

己株式の処分
83 5,788 5,871

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
56 56

利益剰余金から資本剰余

金への振替
29,878 △29,878 －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △2,901 △45,017 △47,918

当期末残高 11,882 － 567,367 △66,149 513,101

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算

調整勘定

退職給付に

係る調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 8,124 617 10,783 △398 19,126 4,442 584,589

当期変動額

剰余金の配当 △32,089

親会社株主に帰属する

当期純利益
59,066

自己株式の取得 △74,999

自己株式の処分 41

株式給付信託による自己

株式の取得
△5,865

株式給付信託に対する自

己株式の処分
5,871

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
56

利益剰余金から資本剰余

金への振替
－

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△949 △826 15,251 493 13,969 △1,967 12,001

当期変動額合計 △949 △826 15,251 493 13,969 △1,967 △35,916

当期末残高 7,174 △209 26,035 95 33,096 2,474 548,672
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 88,427 91,809

減価償却費 40,129 47,563

減損損失 556 1,652

のれん償却額 3,461 8,175

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,409 1,551

貸倒引当金の増減額（△は減少） 175 399

その他の引当金の増減額（△は減少） 137 △244

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 53 40

従業員株式給付引当金の増減額（△は減少） － 331

受取利息及び受取配当金 △1,395 △1,673

支払利息 2,559 5,139

投資有価証券売却損益（△は益） － △3,625

為替差損益（△は益） 1,517 △1,275

持分法による投資損益（△は益） △221 △413

固定資産売却損益（△は益） △352 △138

固定資産除却損 234 93

関係会社株式売却損益（△は益） － 3,170

立退補償金 － △1,178

売上債権の増減額（△は増加） △679 △1,091

棚卸資産の増減額（△は増加） 10,477 △505

仕入債務の増減額（△は減少） 4,873 6,337

預り金の増減額（△は減少） △5,923 △350

その他 △6,226 3,206

小計 134,395 158,974

利息及び配当金の受取額 1,411 1,812

利息の支払額 △1,933 △4,461

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △15,272 △32,800

補償金の受取額 － 1,300

営業活動によるキャッシュ・フロー 118,600 124,824

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △48,770 △79,220

有形固定資産の売却による収入 1,875 1,953

無形固定資産の取得による支出 △4,432 △4,673

投資有価証券の取得による支出 △18 △537

投資有価証券の売却による収入 34 3,229

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△112,011 △133,864

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

62 431

差入保証金の差入による支出 △1,838 △1,994

差入保証金の回収による収入 541 581

その他 △170 △2,665

投資活動によるキャッシュ・フロー △164,727 △216,758
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △11,490 201,899

長期借入れによる収入 130,000 －

長期借入金の返済による支出 △31,627 △23,545

リース債務の返済による支出 △8,665 △10,181

セール・アンド・リースバックによる収入 1,987 4,977

自己株式の取得による支出 △0 △74,999

配当金の支払額 △31,895 △32,085

非支配株主への配当金の支払額 △289 △308

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△34,024 △17

その他 △0 26

財務活動によるキャッシュ・フロー 13,994 65,765

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,727 2,203

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △30,404 △23,965

現金及び現金同等物の期首残高 147,266 116,861

現金及び現金同等物の期末残高 116,861 92,896
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 201社

主要な連結子会社の名称

佐川急便株式会社 佐川ヒューモニー株式会社

ＳＧムービング株式会社 佐川グローバルロジスティクス株式会社

株式会社ワールドサプライ 名糖運輸株式会社

株式会社ヒューテックノオリン ＳＧＨグローバル・ジャパン株式会社

ＳＧリアルティ株式会社 佐川アドバンス株式会社

ＳＧモータース株式会社 ＳＧシステム株式会社

ＳＧフィルダー株式会社 SG HOLDINGS GLOBAL PTE. LTD.

佐川急便国際物流 (深圳) 有限公司 SG SAGAWA VIETNAM CO., LTD.

SG SAGAWA AMEROID PTE. LTD. SG SAGAWA USA, INC.

EXPOLANKA HOLDINGS Limited EFL GLOBAL LOGISTICS (PTE.) LTD.

EFL GLOBAL LLC EFL Container Lines, LLC

EXPOLANKA FREIGHT (VIETNAM) LTD EXPO FREIGHT PRIVATE LIMITED

Locher Evers International Inc Expo Freight (Shanghai) Limited

EXPOLANKA FREIGHT LTD PT EFL GLOBAL INDONESIA

Expofreight (Hong Kong) Limited EXPOLANKA FREIGHT (PRIVATE) LIMITED

Expofreight (Shenzhen) Limited. EXPOLANKA FREIGHT DUBAI (L.L.C)

EXPOLANKA FREIGHT (CAMBODIA) LIMITED E F L HUB (PVT) LTD

EXPOLANKA FREIGHT (PHILIPPINES) INC. EFL MALAYSIA SDN. BHD.

Morrison Express Worldwide Corporation Maxyork Investments Ltd

MEC Labuan Holding Co., Ltd

株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングスは、名糖運輸株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連

結の範囲から除外しております。

EXPOLANKA HOLDINGS Limitedが、子会社４社を新規設立したことにより連結の範囲に含めております。

SG HOLDINGS GLOBAL PTE. LTD.が、Morrison Express Worldwide Corporationの株式を取得したことに伴い、

Morrison Express Worldwide Corporation、Maxyork Investments Ltd、MEC Labuan Holding Co., Ltd、他31社を

連結の範囲に含めております。

ＳＤトランスライン株式会社を新規設立したことにより、同社を連結の範囲に含めております。

佐川グローバルロジスティクス株式会社が、上海虹迪物流科技有限公司の出資持分を全て譲渡したことにより、

上海虹迪物流科技有限公司、他12社を連結の範囲から除外しております。

ＳＤトランスライン株式会社が、株式会社ディーライン及びそのグループ６社の株式を取得したことに伴い、株

式会社ディーライン、他６社を連結の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社

協同組合大日グループ

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。
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２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数 ７社

主要な会社の名称

直販配送株式会社

上海虹迪物流科技有限公司の出資持分譲渡により、国家能源集団格尓木光伏発電有限公司を持分法適用の範囲

から除外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社

協同組合大日グループ

関連会社

株式会社名糖蓼科山荘

（持分法を適用しない理由）

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等に重要な影響を及ぼしておらず、かつ全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除

外しております。

(3) 持分法適用の手続に関する特記事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、佐川急便国際物流（深圳）有限公司他50社の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作

成に当たっては、３月31日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

また、MEITO VIETNAM COMPANY LIMITED及びT&M Transportation COMPANY LIMITEDの決算日は12月31日であり、

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ

時価法

ハ．棚卸資産

・販売用不動産、商品、製品、仕掛品

主として個別法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

・原材料

主として総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

・貯蔵品

主として先入先出法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

ハ．リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

ニ．株式給付引当金

内規に基づく株式付与ＥＳＯＰ信託による当社株式の交付等に備えるため、当連結会計年度末における当

社グループ従業員に割り当てられたポイントに応じた株式給付債務の見込額を計上しております。

ホ．その他の引当金

内訳は次のとおりであります。

・役員株式給付引当金

内規に基づく取締役及び執行役員への当社株式の交付等に備えるため、当連結会計年度末における株式給

付債務の見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数で定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。過去勤務費用については、主としてその発生時に費用処理することとしております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しており、為替予

約については、振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を採用しております。
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ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約

ヘッジ対象…借入金、借入金利息、外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針

金利変動リスク、為替変動リスク、相場変動リスクの低減のため、社内規程に基づきヘッジを行っており

ます。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又は、キャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップ及び振当処理の要件に該当する為替予約については、有効性

の評価を省略しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、その効果の発現する期間(５年～20年)で定額法により償却しております。ただし、金額の重要性が乏

しい場合は、のれんの生じた連結会計年度の費用としております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

該当事項はありません。

（表示方法の変更）

（連結株主資本等変動計算書）

前連結会計年度において、「非支配株主との取引に係る親会社の持分変動」に含めていた「利益剰余金から資本

剰余金への振替」は、連結株主資本等変動計算書の明瞭性を高めるため、当連結会計年度においては区分掲記して

おります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書において、「非支配株主との取引に係る親会社の持分変

動」に表示していた24,325百万円は、「利益剰余金から資本剰余金への振替」として組替えております。

（連結損益計算書関係）

※１ 立退補償金

株式会社ワールドサプライの本社立ち退きに伴う受取補償金であります。

※２ 減損損失

Ⅰ 前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

当社グループは次の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

（単位：百万円）

場所 用途 種類 金額

愛知県豊橋市 処分予定資産 建物及び構築物 532

北海道札幌市 事業用資産 建物、その他 20

宮城県仙台市 事業用資産 建物、その他 3

合計 556

当社グループは、原則として事業用資産及びのれんについては事業セグメント又は事業所を基準とし、処分

予定資産、遊休不動産等については、物件単位ごとにグルーピングしております。
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当連結会計年度において、翌連結会計年度以降の処分を予定している資産及び営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスとなっている資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額556百万円を減損損

失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物538百万円、その他18百万円であります。

なお、当該回収可能価額は、処分予定資産については正味売却価額により算定し、事業用資産については使

用価値により測定しておりますが、いずれも将来キャッシュ・フローが見込めないため、回収可能価額を０と

して評価しております。

Ⅱ 当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

当社グループは次の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

（単位：百万円）

場所 用途 種類 金額

シンガポール その他 のれん 1,456

大阪府東大阪市 処分予定資産 建物及び構築物、その他 163

千葉県船橋市 事業用資産 建物、その他 21

東京都江東区 事業用資産 建物 11

合計 1,652

当社グループは、原則として事業用資産及びのれんについては事業セグメント又は事業所を基準とし、処分

予定資産、遊休不動産等については、物件単位ごとにグルーピングしております。

当連結会計年度において、翌連結会計年度以降の処分を予定している資産、営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスとなっている資産及び株式取得時に想定していた超過収益力が認められなくなったSG SAGAWA

AMEROID PTE. LTD.に帰属するのれんについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しております。これらの内訳は、のれん1,456百万円、建物及び構築物175百万円、その他

20百万円であります。

なお、当該回収可能価額は、処分予定資産については正味売却価額により算定し、事業用資産については使

用価値により測定しておりますが、いずれも将来キャッシュ・フローが見込めないため、回収可能価額を０と

して評価しております。また、のれんに係る回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを7.0％で割り引いて算定しております。

※３ 関係会社株式売却損

当社の連結子会社であった上海虹迪物流科技有限公司の出資持分譲渡に伴うものであります。

（企業結合等関係）

（連結子会社間の吸収合併）

当社は、2025年２月21日開催の臨時取締役会において、当社の連結子会社である名糖運輸株式会社（以下、「名

糖運輸」という。）を存続会社、当社の連結子会社である株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス（以下、「Ｃ＆Ｆ

社」という。）を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、2025年４月１日付で実施しております。

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

① 結合企業（存続会社）

企業の名称 名糖運輸株式会社

事業の内容 貨物運送事業、倉庫事業等

② 被結合企業（消滅会社）

企業の名称 株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス

事業の内容
貨物運送事業、倉庫事業等を行う傘下子会社及びグループ会社の経営管理並びにこれ
に関連する事業
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(2) 企業結合日

2025年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

名糖運輸を存続会社、Ｃ＆Ｆ社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

名糖運輸株式会社

(5) 合併に係る割当ての内容

当社が株式を保有しているＣ＆Ｆ社が消滅したことに伴い、合併の対価として、100％株主である当社に名糖運

輸の全株式が交付されました。

(6) その他取引の概要に関する事項

当社グループ入りによる非上場化に伴い、持株会社として求められる機能が縮小したことへの対応と、シナジー

効果を早期に発現させ、その最大化を図るために意思決定の迅速化が可能となる体制の構築を目的としておりま

す。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理しております。

（取得による企業結合）

当社は2025年２月７日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるSG HOLDINGS GLOBAL PTE. LTD.を通じ

て、Morrison Express Holding Corporation（以下、「売主」という。）が保有する台湾に拠点を置くグローバ

ル・フレイトフォワーダーであるMorrison Express Worldwide Corporation（以下、「Morrison社」という。）の

全株式を取得すること（以下、「本件取引」という。）について売主と合意し、株式譲渡契約を締結することを決

議し、2025年５月20日に本件取引を実行いたしました。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 Morrison Express Worldwide Corporation

主な事業内容
グローバル・フレイトフォワーディング事業（貨物運送、輸送、通関サービスな
ど）を行うグループ物流子会社の持分を保有する純粋持株会社

(2) 企業結合を行った理由

Morrison社グループは、航空フレイトフォワーディング事業において世界トップクラスの取扱実績を有する総合

グローバル・フレイトフォワーダーであり、EXPOLANKA HOLDINGS Limitedグループが展開する海上フレイトフォワ

ーディング事業との相互補完が期待されます。

Morrison社の参画により、航空領域の事業拡大及びアジアを中心としたグローバル物流ネットワークの強化が可

能となり、当社グループの企業価値向上に資するものと判断しております。

(3) 企業結合日

2025年５月20日（みなし取得日 2025年６月30日）

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価として株式を取得したため
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２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

2025年７月１日から2026年３月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類と種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 1,003百万米ドル

取得原価 1,003百万米ドル

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 1,751百万円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

81,792百万円

なお、第１四半期連結会計期間末、中間連結会計期間末及び第３四半期連結会計期間末において、暫定的な会

計処理を行っておりましたが、当連結会計年度末に取得原価の配分が確定しております。この結果、企業結合時

に認識したのれんの金額は27,041百万円減少しております。

(2) 発生原因

主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

(3) 償却方法及び償却期間

のれんは、効果の発現する見積期間（20年以内）を償却年数とし、定額法により均等償却しております。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 47,641百万円

固定資産 43,658百万円

資産合計 91,300百万円

流動負債 18,708百万円

固定負債 9,004百万円

負債合計 27,713百万円

７．のれん以外の無形固定資産に配分された金額及び主要な種類別の内訳、並びに全体及び主要な種類別の加重平

均償却期間

(1) 無形固定資産に配分された金額及び主要な種類別の内訳

顧客関連資産 33,016百万円

(2) 全体及び主要な種類別の加重平均償却期間

顧客関連資産 26年

８．企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及び算定方法

営業収益 32,096百万円

営業利益 350百万円

(概算額の算定方法)

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された営業収益及び損益情報と、取得企業の連結損

益計算書における営業収益及び損益情報の差額を、影響の概算額としております。また、企業結合時に認識したの

れん及びのれん以外の無形固定資産が当連結会計年度開始の日に発生したものとしてそれらの償却額を算定し、概

算額に含めております。
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（取得による企業結合）

当社は、2025年３月29日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるＳＤトランスライン株式会社（以下、

「ＳＤＴ社」という。）を通じて、株式会社ディーライン及びそのグループ６社（以下、「対象会社」という。）

の全株式を取得することを決議し、2025年11月７日付で実施しております。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社ディーライン及びそのグループ６社

主な事業内容 一般貨物事業者運送事業、貨物利用運送事業、付随する業務

(2) 企業結合を行った理由

当社子会社であるＳＤＴ社は、パートナー企業の事業承継問題や輸配送ネットワークのさらなる安定化・効率化

などの課題に対し、パートナー企業とのコミュニケーションを促進することで、双方にとって最適な解決策を講じ

ることを目的としております。

対象会社は、当社子会社である佐川急便株式会社（以下、「ＳＧＷ社」という。）の宅配便事業における幹線輸

送業務の主要委託先であり、対象会社においてもＳＧＷ社は売上高の50％以上を占める主要顧客であります。双方

が重要な取引先であることを踏まえ、今後の経営体制について当社を交え協議を進める中で、今回の株式取得が両

社の事業継続及びサービスインフラの維持・安定化に資するものと判断いたしました。

(3) 企業結合日

2025年11月７日（みなし取得日 2025年12月31日）

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価として株式を取得したため

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

2026年１月１日から2026年３月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類と種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 10,000百万円

取得原価 10,000百万円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 10百万円

５．発生した負ののれんの金額、発生原因

(1) 発生した負ののれん発生益の金額

591百万円

(2) 発生原因

被取得企業の企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として計上

するものです。
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 6,160百万円

固定資産 7,503百万円

資産合計 13,663百万円

流動負債 2,578百万円

固定負債 493百万円

負債合計 3,072百万円

７．企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及び算定方法

当該金額の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社グループは、純粋持株会社の当社傘下の連結子会社を商品及びサービスの内容に応じて４つの事業に区分

し、経営管理を行っております。

したがって、当社グループは当該区分を基礎とした、「デリバリー事業」、「ロジスティクス事業」、「グロ

ーバル物流事業」、「不動産事業」の４つを報告セグメントとしております。

報告セグメントごとの主要商品及びサービス

報告セグメント 主要商品及びサービス

デリバリー事業

宅配便(飛脚宅配便、飛脚ラージサイズ宅配便、飛脚クール便、特定信書便)、メール

便(飛脚ゆうメール、飛脚ゆうパケット便)、ＴＭＳ(飛脚国際宅配便、引越、ルート

配送、チャーター輸送、設置輸送、美術品輸送、食品輸送)

ロジスティクス事業

流通加工、物流システム構築、在庫保管・入出庫管理、物流センター運営、ＴＭＳ

(ルート配送、チャーター輸送)、館内配送、納品代行、施設管理、低温物流（冷蔵・

冷凍食品における保管、仕分け、輸配送）

グローバル物流事業
国際航空・海上輸送、国際宅配便、通関代行、倉庫保管、検品検針、物流加工、ＥＣ

物流

不動産事業 不動産賃貸・管理、不動産開発、資産管理・運用、再生可能エネルギー供給

（報告セグメントの変更に関する事項）

当連結会計年度より、長期ビジョン実現に向けた事業戦略の方向性や事業ごとの収益性の違い等を踏まえ、報

告セグメントを新設し、以下のとおりに変更しております。

「ロジスティクス事業」に含まれておりました国内ロジスティクス事業及び低温物流事業を「ロジスティクス

事業」、フォワーディング事業や海外３ＰＬ事業等を「グローバル物流事業」にそれぞれ分割いたしました。加

えて、「デリバリー事業」に含まれておりました納品代行や館内配送等を運営している株式会社ワールドサプラ

イを「ロジスティクス事業」に変更いたしました。

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後のセグメント区分に組替えた数値で記載しており

ます。
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２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。

３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

デリバリー
事業

ロジス
ティクス
事業

グロー
バル物流
事業

不動産
事業

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結
財務諸表
計上額
(注)３

営業収益

外部顧客への営業収益 1,003,005 143,089 256,382 23,976 52,786 1,479,239 － 1,479,239

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

41,556 16,699 4,759 2,563 48,731 114,310 △114,310 －

計 1,044,561 159,789 261,141 26,539 101,518 1,593,549 △114,310 1,479,239

セグメント利益 68,349 4,227 3,536 10,518 1,894 88,526 △679 87,847

セグメント資産 642,720 267,834 122,953 63,794 80,075 1,177,377 △136,762 1,040,615

その他の項目

減価償却費 23,818 7,722 4,957 1,438 1,414 39,351 778 40,129

持分法適用会社への
投資額

－ 2,707 607 － － 3,314 － 3,314

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

43,279 161,066 6,264 117 1,704 212,433 △172 212,260

(注) １．その他には商品販売、保険代理、燃料販売、自動車整備・販売、システム販売・保守、e-コレクト、人材派

遣・請負を含んでおります。

２．調整額の内容は次のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△679百万円には、セグメント間取引消去9,414百万円及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△10,094百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の営業費用であり

ます。

(2) セグメント資産の調整額△136,762百万円には、セグメント間取引消去△203,454百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社資産66,692百万円が含まれております。全社資産は、主に当社の余資運用

資金及び長期投資資金(現金及び預金、投資有価証券)であります。

(3) 減価償却費の調整額778百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であ

ります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△172百万円は、セグメント間取引消去又は振替高△

889百万円及び各報告セグメントに配分していない全社資産の設備投資額717百万円であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。



ＳＧホールディングス㈱（9143）2026年３月期 決算短信

― 28 ―

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

デリバリー
事業

ロジス
ティクス
事業

グロー
バル物流
事業

不動産
事業

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結
財務諸表
計上額
(注)３

営業収益

外部顧客への営業収益 1,048,510 202,798 321,596 15,434 56,421 1,644,762 － 1,644,762

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

44,748 20,164 6,350 2,583 47,686 121,533 △121,533 －

計 1,093,259 222,962 327,947 18,018 104,107 1,766,296 △121,533 1,644,762

セグメント利益 70,140 6,278 137 10,374 2,637 89,569 678 90,247

セグメント資産 708,115 259,235 308,877 68,479 85,079 1,429,787 △200,770 1,229,017

その他の項目

減価償却費 25,466 10,294 9,072 1,112 1,109 47,054 508 47,563

持分法適用会社への
投資額

－ 1,543 1,081 － － 2,625 － 2,625

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

81,751 22,176 128,184 2,954 3,260 238,328 80 238,409

(注) １．その他には商品販売、保険代理、燃料販売、自動車整備・販売、システム販売・保守、e-コレクト、人材派

遣・請負を含んでおります。

２．調整額の内容は次のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額678百万円には、セグメント間取引消去10,285百万円及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△9,607百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の営業費用であり

ます。

(2) セグメント資産の調整額△200,770百万円には、セグメント間取引消去△223,479百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社資産22,708百万円が含まれております。全社資産は、主に当社の余資運用

資金及び長期投資資金(現金及び預金、投資有価証券)であります。

(3) 減価償却費の調整額508百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であ

ります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額80百万円は、セグメント間取引消去又は振替高△839

百万円及び各報告セグメントに配分していない全社資産の設備投資額920百万円であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産 927.54円 915.31円

１株当たり当期純利益 92.92円 98.17円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、株式付与ＥＳＯＰ信託

口が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。（当連結会計年度3,875千株）

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 58,120 59,066

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

58,120 59,066

普通株式の期中平均株式数(千株) 625,468 601,661

（重要な後発事象）

該当事項はありません。


